
【Ｒ５年度】重点目標の取組・概要（ICTを活用した行政DXの推進及び行政手続きのICT化の促進（基幹系システムの標準化・クラウド化）[基幹系シス
テム運用事業]）

現状と課題

自治体ＤＸ推進計画において、重点取組事項として情報システムの標準
化・共通化が示されており、目標時期である令和７年度までに、対象20
業務システムをガバメントクラウド上に構築された標準準拠システムへ
移行できるようその環境を整備することが求められている。

課題に対する取組の内容（めざす成果・期間・対象者・手法など）

【中期的(4～5年後)にめざす成果】
令和７年度末までに国の示す基幹系システムの標準化・クラウド化への対
応を行う。対応により、人的・財政的負担を軽減し、実情に即した住民
サービスの向上に注力できるようにするとともに、新たなサービスの迅速
な展開を可能とすることを目指す。

【成果に向けての各年度の進め方】
（Ｒ５）文字同定

住民記録、印鑑 システム標準化に向けた事務運用整理
（Ｒ６）第１Ｇ システム標準化に向けた事務運用整理

第２Ｇ システム標準化に向けた事務運用整理
（Ｒ７）標準版システム稼働（第１Ｇ、第２Ｇ）

クラウド（Gov-Cloud）環境移行作業
（Ｒ８）クラウド（Gov-Cloud）環境移行

【Ｒ５年度の取組内容（期間・対象者・手法など）】
・文字同定
・住民記録、印鑑 システム標準化に向けた事務運用整理

Ｒ５年度の事業費（内訳）

・文字同定支援業務委託 3,080千円
・住民記録・印鑑
システム標準化に向けた事務運用整理業務委託 1,485千円

Ｒ６年度以降の想定事業費（ランニング経費）

現状では未定
標準化後の法改正を含むシステム改修の費用は、制度の
新設や国からの補助金が出る案件やシステムの大規模改
修については、これまでと同様に発生する見込み。カス
タマイズが原則なくなるため、カスタマイズ部分におけ
る再カスタマイズ費用については基本的に費用の発生は
なくなる見込み

取組の進捗・成果を測る指標

令和７年度中の対象20業務の標準準拠
システムへの移行
令和８年度からのクラウド環境移行

成果・指標が未達成の場合の取扱い

（Ｒ６）前年度を踏まえて改善
（Ｒ７）前年度を踏まえて改善
（Ｒ８）廃止（移行完了）

担当課（内線） ＩＴ推進課（２３６３） 重点目標の方向性 未来志向の都市経営

重点目標 都市課題を解決する仕組みづくりの実現 行政の役割 市及び公営企業の経営の効率性を確保する



【Ｒ５年度】重点目標の取組・概要（基幹系システムの標準化・クラウド化[基幹系システム運用事業] ）

ロジックモデル【事業立案時点】

その他（財源、他団体の状況、行政サービスとしての適正性について など）

【財源】デジタル基盤改革支援補助金（地方公共団体情報システムの標準化・共通化に係る事業） 上限額あり

【活動】

• システム標準化に向けた事
務運用整理

• クラウド環境移行作業

【アウトプット】

• 標準準拠システ
ムへの対応

• クラウド化への
対応

【初期アウトカム】

• 標準準拠システ
ムの利用開始
（オンプレミ
ス）

• 標準準拠システ
ムの利用開始
（クラウド環
境）

【中間アウトカム】

• 人的・財政的負担を
軽減する。

⇩

【最終アウトカム】

• 実情に即した住民
サービスの向上に注
力可能となる

• 新たなサービスの迅
速な展開が可能とな
る。

指標：事務運用整
理を終えた業務数

指標：標準準拠
システムへの対
応業務数、クラ
ウド化への対応
業務数

指標：市民満足度

指標：システム運用
にかかる時間、経費

【インプット】

• 標準化・クラ
ウド化を行う
システム担当
課・ＩＴ推進
課の職員確保

指標：標準準拠
システムの利用
業務数（オンプ
レミス）、標準
準拠システムの
利用業務数（ク
ラウド環境）



【Ｒ５年度】重点目標の取組・評価シート①（ICTを活用した行政DXの推進及び行政手続きのICT化の促進（基幹系システムの標準化・クラウド化）

■ 中期的にめざす成果に対する達成度

• 令和７年度末までに国の示す基幹系システムの標
準化・クラウド化への対応を行う。対応により、
人的・財政的負担を軽減し、実情に即した住民
サービスの向上に注力できるようにするとともに、
新たなサービスの迅速な展開を可能とすることを
目指す。

■ Ｒ５年度における達成度（当初の実施予定に対する達成度）

■ Ｒ５年度において実施・実現できたこと

■ 主な「取組の進捗・成果を測る指標」の状況

• 文字同定
完了（令和５年度時点で必要となる部分）

• システム標準化に向けた事務運用整理
住民記録：完了
印鑑 ：完了

測定有無 指 標 名 単位 基準値（年次） 目標値（年次） Ｒ５年度実績値

―
令和７年度中の対象20業務の標準準拠シス
テムへの移行

― ― 移行完了（Ｒ７） ―

― 令和８年度からのクラウド環境移行 ― ―
クラウド環境移行

（Ｒ８）
―

○ 事務運用整理を終えた業務数 業務数 ０（Ｒ４） ２０（Ｒ７） ２（Ｒ５）

• （Ｒ５）文字同定
• 住民記録、印鑑 システム標準化に向けた

事務運用整理

担当課（内線） ＩＴ推進課（２３６３） 重点目標の方向性 未来志向の都市経営

重点目標 都市課題を解決する仕組みづくりの実現 行政の役割 市及び公営企業の経営の効率性を確保する



■ 次年度以降の予定・改善内容

■ Ｒ５年度において実施・実現できなかったこと ■ 課題分析

• 文字同定について、デジタル庁から令和６年度に新たな
同定支援ツールが提供される方針が示されたことにより、
実績としては令和５年度時点で必要な範囲にとどまった。

• 標準化２０業務のうち、固定資産税、個人住民税、法人
住民税、軽自動車税の滞納管理部分について、現行ベン
ダーの撤退により令和７年度までの移行が困難となった
（移行困難システムに該当見込となった）。

• 令和６年度以降も引き続き文字同定作業が必要。
• 移行困難システムの標準化・クラウド化への対応が必要。

• 文字同定については、デジタル庁から提供される同定支援
ツールも活用し、引き続き同定作業を実施する。

• 移行困難システムへの対応手法を検討し、標準化・クラウド
化を実施していく。

■ ロジックモデルの振り返り

• 課題が発生する中で、ロジックモデルにおいて設定した
活動を実施し、アウトプットすることができた。

【Ｒ５年度】重点目標の取組・評価シート②（ICTを活用した行政DXの推進及び行政手続きのICT化の促進（基幹系システムの標準化・クラウド化）


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4

